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１ 平成30年度からの変更点
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資源向上支払（共同）の交付単価の加算措置
① 多面的機能の更なる増進に向けた活動への支援：400円/10a 等

・すでに多面的機能の増進を図る活動に取り組んでいる組織が
１取組以上追加する場合

・または、新たに多面的機能の増進を図る活動に取り組む組織が
２取組以上選択して取り組む場合

② 農村協働力の深化に向けた活動への支援：400円/10a 等
・①の支援を受ける活動組織であって、
・構成員のうち農業者以外の者が４割以上を占め、
・かつ、共同活動に参加する構成員の総人数の８割以上が参加する実践活動を毎年度行う場合

①に取り組む場合の加算単価（円/10a）

都府県 北海道

田 400 320

畑 240 80

草地 40 20

②に取り組む場合にさらに加算される単価（円/10a）

都府県 北海道

田 400 320

畑 240 80

草地 40 20
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活動組織の広域化・体制強化
活動組織の広域化・体制強化への支援を強化するために、広域活動組織の面積規模等に

応じた交付額とするとともに、最長５年間（当該活動期間中）にわたって継続的に支援
◆これまで 【一括40万円/組織】
◆これから 【最長５年間（当該活動期間中）】 最大で80万円/組織

○広域化・体制強化に係る支援単価（年・組織）

都府県 北海道
交付額

（年・組織）
総額

（５年間）

３集落以上または
50ha以上200ha未満

３集落以上または
1,500ha以上3,000ha未満

４万円 ２０万円

200ha以上1,000ha未満
または特定非営利活動法人

3,000ha以上15,000ha未満
または特定非営利活動法人

８万円 ４０万円

1,000ha以上 15,000ha以上 １６万円 ８０万円
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対象農用地の拡大
資源向上支払（共同・長寿命化）についても、農地維持支払と同様に農振農用地以外の農用地※

が交付金の算定対象となります。
※（a）生産緑地法に定められた生産緑地地区内に存する農用地

（b）地方公共団体との契約、条例等により、多面的機能の発揮の観点から適正な保全管理が図られている農用地
（c）多面的機能の発揮を図るための取組を、農振農用地区域内農用地と一体的に取り組む必要があると認められる農用地

地域資源保全プランの廃止
平成24年度の創設後から６年間で本ﾌﾟﾗンを策定した組織が全国で40組織に留まっていることか

ら、令和元年度以降は本ﾌﾟﾗﾝの策定に係る支援を廃止。

※地域資源保全プラン…広域活動組織が管理する水路・農道等施設のリスク管理及び施設のより
安定的な機能維持のため、施設の機能保全のサポート体制の整備等を図るための計画策定
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⻑寿命化にかかる⼯事１件あたりの上限額の設定
工事１件あたりの費用が1,000万円を超えるような規模の大きな整備を実施している事例が散見

されていることから、交付金の効率的かつ効果的な執行のため、原則として「工事１件当たりの費
用は２００万円未満」とする。

この費用を超える工事を実施する場合には、活動組織は「長寿命化整備計画書※」を策定し、市
町村は県と協議を行う。県は、５年以内の他事業による実施が困難と認められる場合、承認する。

また、県は技術的指導として、①⻑寿命化整備計画の審査、②設計図書等の審査、③市町村が⾏
う完了検査の確認を⾏う。

※長寿命化整備計画書とは、長寿命化対策を行おうとする施設の名称、機能診断結果、活動内容、概算事業費、位置等を
記載したもの。
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事務の簡素化
162取組を
66取組に削減︕
（削減率約60％）



２ 令和元年度の
農地維持支払の実施状況
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R1.9.30現在
取組 取組面積

うち新規 うち広域 市町村 田 畑 草地

活動組織 活動組織 数 ha ha ha ha

409 10 28 43 58,781 33,545 22,008 11,519 18 57.1%

尾張地域 17 0 0 8 2,566 492 434 58 0 19.2%

一宮地域 24 0 2 3 6,294 3,104 1,776 1,328 0 49.3%

海部地域 49 1 3 7 5,982 4,061 3,605 448 8 67.9%

知多地域 48 2 1 10 7,930 3,621 2,173 1,439 9 45.7%

⻄三河地域 83 0 2 6 9,076 6,870 5,741 1,129 0 75.7%

⻄尾幡⾖地域 10 0 6 1 4,345 4,221 3,014 1,207 0 97.1%

豊田加茂地域 78 2 2 1 5,773 2,552 2,277 275 0 44.2%

新城設楽地域 35 0 0 3 2,587 633 525 107 1 24.5%

東三河地域 65 5 12 4 14,229 7,991 2,463 5,528 0 56.2%

418 5 28 43 58,781 33,464 22,108 11,348 8 56.9%

△ 9 0 81 0.2%

※愛知県のカバー率の⺟数となる農振農用地面積はＨ29.12.31現在（農業振興課調べ）

増減 R1－H30

取組組織数
農振農用地
Ｈ29.12.31

カバー
率

愛知県  

H30
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 活動組織数・取組面積の変動（地域別）

R1.9.30現在
R1 H30 増減 R1－H30

活動組織 うち広域 取組面積 活動組織 うち広域 取組面積 活動組織 うち広域 取組面積

活動組織 ha 活動組織 ha 活動組織 ha

409 28 33,545 418 28 33,485 △ 9 0 81

尾張地域 17 0 492 18 0 573 △ 1 0 △ 81

一宮地域 24 2 3,104 27 2 3,195 △ 3 0 △ 91

海部地域 49 3 4,061 49 3 3,980 0 0 81

知多地域 48 1 3,621 46 1 3,552 2 0 69

⻄三河地域 83 2 6,870 83 2 6,873 0 0 △ 3

⻄尾幡⾖地域 10 6 4,221 10 6 4,229 0 0 △ 8

豊田加茂地域 78 2 2,552 88 2 2,648 △ 10 0 △ 96

新城設楽地域 35 0 633 36 0 642 △ 1 0 △ 9

東三河地域 65 12 7,991 61 12 7,772 4 0 219

愛知県  



３ 令和元年度の
資源向上支払の実施状況
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 地域資源の質的向上を図る共同活動

 施設の⻑寿命化のための活動

R1.9.30現在
取組組織数 取組市町村数 取組面積

ha

340 42 29,782

347 42 29,640

△ 7 142

R1

H30

増減 R1－H30

R1.9.30現在
取組組織数 取組市町村数 取組面積

ha

224 33 22,810

214 33 22,245

10 565

R1

H30

増減 R1－H30


